
 
 結果概要 【２０２１年度分】 

 
※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年７⽉２２⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）及び訂正報告をもとに作成し

ており、今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は８，６３５億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８５８
億 kWh（９．９％）、⽕⼒が６，８１４億 kWh（７８．９％）（燃料種別︓⽯炭２，
８２６億 kWh（３２．７％）、ＬＮＧ ３，１９１億 kWh（３７．０％）、⽯油 ２０
８億 kWh（２．４％）ほか）、新エネルギー等※２が５４６億 kWh（６．３％）、原⼦⼒が
６７８億 kWh（７．８％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く８４８億 kWh（９.８％）で、次いで神奈川
県が８２４億 kWh（９.５％）、愛知県が６７０億 kWh（７．８％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
８，８１６億 kWh で、対前年同⽉⽐２．１％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は８，３７４億 kWh（内訳︓特別⾼圧２，２５５億
kWh、⾼圧２，９６５億 kWh、低圧３，１３０億 kWh（電灯２，７８１億 kWh、電⼒
３４８億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐２．０％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１，１３５億 kWh、その他需
要（⾃由料⾦）※３は１，９９５億 kWh となり、その他需要の占める割合は６３．７％であっ
た。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１，７９２億 kWh（内訳:特別⾼圧２３９億 kWh、⾼圧８２３
億 kWh、低圧７３０億 kWh（電灯６６７億 kWh、電⼒６２億 kWh））で、販売電⼒量
全体に占める割合は２１．４％となった（特別⾼圧に占める割合︓１０．６％、⾼圧に占める
割合︓２７．８％、低圧に占める割合︓２３．３％）。 

(5) 新電⼒（７３０者）のうち、需要実績のある事業者数は５８２者（特別⾼圧︓１３４者、⾼
圧︓４４６者、低圧︓５１１者）であった。 
 
 

注）2022 年７⽉２２⽇公表時点の内容 



 
(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く７６４億 kWh（９．１％）で、次いで愛知県

が５８１億 kWh（６．９％）、⼤阪府が５４２億 kWh（６．５％）であった。 
 

※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
※次回の更新は、７⽉末に 2022 年４⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 
 結果概要 【２０２２年３⽉分】 

 
※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年６⽉３０⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は７２０．２億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が６３．
２億 kWh（８．８％）、⽕⼒が５８９．０億 kWh（８１．８％）（燃料種別︓⽯炭２４
４．７億 kWh（３４．０％）、ＬＮＧ ２６８．７億 kWh（３７．３％）、⽯油 ２５．
７億 kWh（３．６％）ほか）、新エネルギー等※２が５１．３億 kWh（７．１％）、原⼦⼒
が４０．１億 kWh（５．６％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７２．８億 kWh（１０．１％）で、次いで神
奈川県が６９．０億 kWh（９．６％）、愛知県が５９．８億 kWh（８．３％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７７３．３億 kWh で、対前年同⽉⽐４．４％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７３８．７億 kWh（内訳︓特別⾼圧１８５．９億
kWh、⾼圧２４４．９億 kWh、低圧３０５．７億 kWh（電灯２７４．６億 kWh、電⼒３
１．２億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐５．２％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１００．７億 kWh、その他需
要（⾃由料⾦）※３は２０５．０億 kWh となり、その他需要の占める割合は６７．１％であっ
た。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１５５．５億 kWh（内訳:特別⾼圧１８．４億 kWh、⾼圧 ６
５．２億 kWh、低圧７２．０億 kWh（電灯６６．４億 kWh、電⼒５．６億 kWh））で、
販売電⼒量全体に占める割合は２１．０％となった（特別⾼圧に占める割合︓９．９％、⾼圧
に占める割合︓２６．６％、低圧に占める割合︓２３．５％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５５３者（特別⾼圧︓１１０者、⾼圧︓４２６者、
低圧︓４８５者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６５．５億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が５０．４億 kWh（６．８％）、⼤阪府が４７．１億 kWh（６．４％）であった。 

＊報告のあった事業者数 １４５４者 

＊報告のあった事業者数 ７１８者 

注）2022 年 6 ⽉ 30 ⽇公表時点の内容 



 
 

※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2022 年 1 ⽉ 2022 年 2 ⽉ 2022 年３⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

352.2 億 
kWh 

79.5% 
349.4 億 

kWh 
80.5% 

347.0 億 
kWh 

80.5% 

新電⼒ 
90.7 億 

kWh 
20.5% 

84.3 億 
kWh 

19.4% 
83.5 億 

kWh 
19.4% 

合 計 
442.9 億 

kWh 
 

442.9 億 
kWh 

 
430.8 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

292.2 億 
kWh 

76.9% 
268.5 億 

kWh 
78.5% 

233.8 億 
kWh 

76.5% 

新電⼒ 
87.9 億 

kWh 
23.1% 

85.7 億 
kWh 

24.2% 
72.0 億 

kWh 
23.5% 

合 計 
380.1 億 

kWh 
 

380.1 億 
kWh 

 
305.7 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年７⽉末に 2022 年４⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 



 
 結果概要 【２０２２年２⽉分】 

 
※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年５⽉２７⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は７８９．６億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が４２．
３億 kWh（５．４％）、⽕⼒が６７０．９億 kWh（８５．０％）（燃料種別︓⽯炭２６
９．２億 kWh（３４．１％）、ＬＮＧ ３１６．０億 kWh（４０．０％）、⽯油 ３１．
４億 kWh（４．０％）ほか）、新エネルギー等※２が４５．４億 kWh（５．７％）、原⼦⼒
が５２．０億 kWh（６．６％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く７８．２億 kWh（９．９％）で、次いで千
葉県が７７．９億 kWh（９．９％）、愛知県が６４．２億 kWh（８．１％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
８２４．５億 kWh で、対前年同⽉⽐５．５％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７９０．１億 kWh（内訳︓特別⾼圧１７４．２億
kWh、⾼圧２５９．７億 kWh、低圧３５４．３億 kWh（電灯３１８．４億 kWh、電⼒
３５．９億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐５．７％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１１５．９億 kWh、その他需
要（⾃由料⾦）※３は２３８．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は６７．３％であっ
た。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１７０．０億 kWh（内訳:特別⾼圧１６．３億 kWh、⾼圧 
６８．０億 kWh、低圧８５．７億 kWh（電灯７９．２億 kWh、電⼒６．６億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２１．５％となった（特別⾼圧に占める割合︓９．４％、
⾼圧に占める割合︓２６．２％、低圧に占める割合︓２４．２％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５５３者（特別⾼圧︓１０９者、⾼圧︓４２４者、
低圧︓４８３者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く７６．０億 kWh（９．６％）で、次いで愛知
県が５２．９億 kWh（６．７％）、⼤阪府が４９．１億 kWh（６．２％）であった。 

＊報告のあった事業者数 １４６３者 

＊報告のあった事業者数 ７１２者 

注）2022 年 5 ⽉ 27 ⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年 12 ⽉ 2022 年 1 ⽉ 2022 年 2 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

341.1 億 
kWh 

79.5% 
352.2 億 

kWh 
79.5% 

349.4 億 
kWh 

80.5% 

新電⼒ 
87.5 億 

kWh 
20.4% 

90.7 億 
kWh 

20.5% 
84.3 億 

kWh 
19.4% 

合 計 
428.9 億 

kWh 
 

442.9 億 
kWh 

 
442.9 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

201.2 億 
kWh 

76.5% 
292.2 億 

kWh 
76.9% 

268.5 億 
kWh 

78.5% 

新電⼒ 
61.9 億 

kWh 
23.5% 

87.9 億 
kWh 

23.1% 
85.7 億 

kWh 
24.2% 

合 計 
263.2 億 

kWh 
 

380.1 億 
kWh 

 
380.1 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年 6 ⽉末に 2022 年 3 ⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



  
結果概要 【２０２２年１⽉分】 

 
※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年５⽉２７⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は８７４．８億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が５４．
３億 kWh（６．２％）、⽕⼒が７３３．２億 kWh（８３．８％）（燃料種別︓⽯炭２８
６．３億 kWh（３２．７％）、ＬＮＧ ３５４．１億 kWh（４０．５％）、⽯油 ３３．
０億 kWh（３．８％）ほか）、新エネルギー等※２が４５．３億 kWh（５．２％）、原⼦⼒
が６４．９億 kWh（７．４％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く９０．５億 kWh（１０．３％）で、次いで神
奈川県が８８．３億 kWh（１０．１％）、愛知県が６５．９億 kWh（７．５％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
８６１．６億 kWh で、対前年同⽉⽐０．３％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は８２５．３億 kWh（内訳︓特別⾼圧１８３．０億
kWh、⾼圧２６０．０億 kWh、低圧３８０．１億 kWh（電灯３４２．１億 kWh、電⼒
３７．９億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐０．５％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１２７．２億 kWh、その他需
要（⾃由料⾦）※３は２５２．９億 kWh となり、その他需要の占める割合は６６．５％であっ
た。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１７８．５億 kWh（内訳:特別⾼圧１８．１億 kWh、⾼圧 
７２．５億 kWh、低圧８７．９億 kWh（電灯８１．２億 kWh、電⼒６．７億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２１．６％となった（特別⾼圧に占める割合︓９．９％、
⾼圧に占める割合︓２７．９％、低圧に占める割合︓２３．１％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５６０者（特別⾼圧︓１１２者、⾼圧︓４３０者、
低圧︓４９０者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く７３．５億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が５４．１億 kWh（６．６％）、⼤阪府が５２．７億 kWh（６．４％）であった。 

＊報告のあった事業者数 １４５０者 

＊報告のあった事業者数 ７１４者 

注）2022 年 5 ⽉ 27 ⽇公表時点の内容 



 
 

※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年 11 ⽉ 2021 年 12 ⽉ 2022 年 1 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

331.5 億 
kWh 

79.1% 
341.1 億 

kWh 
79.5% 

352.2 億 
kWh 

79.5% 

新電⼒ 
81.4 億 

kWh 
19.7% 

87.5 億 
kWh 

20.4% 
90.7 億 

kWh 
20.5% 

合 計 
413.2 億 

kWh 
 

428.9 億 
kWh 

 
442.9 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

167.8 億 
kWh 

76.8% 
201.2 億 

kWh 
76.5% 

292.2 億 
kWh 

76.9% 

新電⼒ 
50.8 億 

kWh 
23.2% 

61.9 億 
kWh 

23.5% 
87.9 億 

kWh 
23.1% 

合 計 
218.6 億 

kWh 
 

263.2 億 
kWh 

 
380.1 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年 5 ⽉末に 2022 年 2 ⽉分の公表を予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 結果概要 【２０２１年１２⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２２年３⽉３０⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は８０７．０億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が６３．
６億 kWh（７．９％）、⽕⼒が６６０．７億 kWh（８１．９％）（燃料種別︓⽯炭２
６８．８億 kWh（３３．３％）、ＬＮＧ ３０４．６億 kWh（３７．７％）、⽯油 ２
７．９億 kWh（３．５％）ほか）、新エネルギー等※２が４４．６億 kWh（５．５％）、原
⼦⼒が６１．２億 kWh（７．６％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く８０．５億 kWh（１０．０％）で、次いで
千葉県が７９．４億 kWh（９．８％）、愛知県が５７．１億 kWh（７．１％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７３２．１億 kWh で、対前年同⽉⽐２．３％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６９３．８億 kWh（内訳︓特別⾼圧１８４．５億
kWh、⾼圧２４４．５億 kWh、低圧２６３．２億 kWh（電灯２３６．７億 kWh、電⼒
２６．４億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐２．３％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は９０．４億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１７２．７億 kWh となり、その他需要の占める割合は６５．６％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１４９．５億 kWh（内訳:特別⾼圧１８．１億 kWh、⾼圧 
６９．４億 kWh、低圧６１．９億 kWh（電灯５７．１億 kWh、電⼒４．９億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２１．５％となった（特別⾼圧に占める割合︓９．８％、
⾼圧に占める割合︓２８．４％、低圧に占める割合︓２３．５％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５５０者（特別⾼圧︓１０９者、⾼圧︓４２３者、
低圧︓４７７者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６２．０億 kWh（８．９％）で、次いで愛知
県が４７．０kWh（６．８％）、⼤阪府が４３．２億 kWh（６．２％）であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １４２３者 

＊報告のあった事業者数 ７１０者 

注）2022 年３⽉ 30 ⽇公表時点の内容 



 
 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年 10 ⽉ 2021 年 11 ⽉ 2021 年 12 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

344.8 億 
kWh 

80.1% 
331.5 億 

kWh 
79.1% 

341.1 億 
kWh 

79.5% 

新電⼒ 
85.1 億 

kWh 
19.8% 

81.4 億 
kWh 

19.7% 
87.5 億 

kWh 
20.4% 

合 計 
430.2 億 

kWh 
 

413.2 億 
kWh 

 
428.9 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

158.3 億 
kWh 

76.1% 
167.8 億 

kWh 
76.8% 

201.2 億 
kWh 

76.5% 

新電⼒ 
49.8 億 

kWh 
23.9% 

50.8 億 
kWh 

23.2% 
61.9 億 

kWh 
23.5% 

合 計 
208.1 億 

kWh 
 

218.6 億 
kWh 

 
263.2 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年４⽉末に 2022 年 1 ⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 結果概要 【２０２１年１１⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年３⽉８⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は６７２．２億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が４５．
６億 kWh（６．８％）、⽕⼒が５５２．９億 kWh（８２．３％）（燃料種別︓⽯炭２
３３．１億 kWh（３４．７％）、ＬＮＧ ２６０．８億 kWh（３８．８％）、⽯油 １
７．４億 kWh（２．６％）ほか）、新エネルギー等※２が４１．３億 kWh（６．１％）、原
⼦⼒が５２．６kWh（７．８％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７０．４億 kWh（１０．５％）で、次いで神
奈川県が６８．９億 kWh（１０.２％）、愛知県が５８．１億 kWh（８．６％）であっ
た。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６６９．８億 kWh で、対前年同⽉⽐１．７％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６３３．６億 kWh（内訳︓特別⾼圧１８３．１億
kWh、⾼圧２３０．１億 kWh、低圧２１８．６億 kWh（電灯１９５．４億 kWh、電⼒
２３．２億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１．５％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は７９．３億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１３９．３億 kWh となり、その他需要の占める割合は６３.７％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１３２．２億 kWh（内訳:特別⾼圧１８．６億 kWh、⾼圧 
６２．８億 kWh、低圧５０．８億 kWh（電灯４６．７億 kWh、電⼒４．１億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２０．９％となった（特別⾼圧に占める割合︓１０．
２％、⾼圧に占める割合︓２７．３％、低圧に占める割合︓２３．２％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５５０者（特別⾼圧︓１０９者、⾼圧︓４２３
者、低圧︓４７７者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６６．２億 kWh（９．５％）で、次いで愛知
県が４９．６kWh（７．１％）、⼤阪府が４７．２億 kWh（６．７％）であった。 

＊報告のあった事業者数 １４０４者 

＊報告のあった事業者数 ７１４者 

注）2022 年３⽉９⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年９⽉ 2021 年 10 ⽉ 2021 年 11 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

359.3 億 
kWh 

78.2% 
344.8 億 

kWh 
80.1% 

331.5 億 
kWh 

79.1% 

新電⼒ 
91.7 億 

kWh 
20.3% 

85.1 億 
kWh 

19.8% 
81.4 億 

kWh 
19.7% 

合 計 
451.3 億 

kWh 
 

430.2 億 
kWh 

 
413.2 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

185.7 億 
kWh 

75.4% 
158.3 億 

kWh 
76.1% 

167.8 億 
kWh 

76.8% 

新電⼒ 
60.7 億 

kWh 
24.6% 

49.8 億 
kWh 

23.9% 
50.8 億 

kWh 
23.2% 

合 計 
246.4 億 

kWh 
 

208.1 億 
kWh 

 
218.6 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年 3 ⽉末に 2021 年 12 ⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 

 結果概要 【２０２１年１０⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年２⽉ 7 ⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は６６７．１億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が５２．
９億 kWh（７．９％）、⽕⼒が５３０．０億 kWh（７９．５％）（燃料種別︓⽯炭２３
４．７億 kWh（３５．２％）、ＬＮＧ ２３９．９億 kWh（３６．０％）、⽯油 １４．
３億 kWh（２．１％）ほか）、新エネルギー等※２が４４．３億 kWh（６．６％）、原⼦⼒
が６１．９kWh（９．３％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７１．０億 kWh（１０．６％）で、次いで神
奈川県が６８．６億 kWh（１０.３％）、愛知県が５１．８億 kWh（７.８％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６７７．１億 kWh で、対前年同⽉⽐１．１％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６４０．３億 kWh（内訳︓特別⾼圧１９０．５億
kWh、⾼圧２３９．７億 kWh、低圧２０８．１億 kWh（電灯１８２．４億 kWh、電⼒
２５．７億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１．０％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は７９．３億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１５１．３億 kWh となり、その他需要の占める割合は６１.４％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１３４．９億 kWh（内訳:特別⾼圧１９．６億 kWh、⾼圧 
６５．５億 kWh、低圧４９．８億 kWh（電灯４４．９億 kWh、電⼒４．８億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２１．１％となった（特別⾼圧に占める割合︓１０．
３％、⾼圧に占める割合︓２７．３％、低圧に占める割合︓２３．９％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５４６者（特別⾼圧︓１１１者、⾼圧︓４２３
者、低圧︓４７３者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６６．２億 kWh（９．５％）で、次いで愛知
県が４９．６kWh（７．１％）、⼤阪府が４７．２億 kWh（６．７％）であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １４１５者 

＊報告のあった事業者数 ７０３者 

注）2022 年 2 ⽉ 7 ⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年８⽉ 2021 年９⽉ 2021 年１０⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

373.8 億 
kWh 

78.5% 
359.3 億 

kWh 
78.2% 

344.8 億 
kWh 

80.1% 

新電⼒ 
101.9 億 

kWh 
21.4% 

91.7 億 
kWh 

20.3% 
85.1 億 

kWh 
19.8% 

合 計 
476.2 億 

kWh 
 

451.3 億 
kWh 

 
430.2 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

210.3 億 
kWh 

75.2% 
185.7 億 

kWh 
75.4% 

158.3 億 
kWh 

76.1% 

新電⼒ 
69.3 億 

kWh 
24.8% 

60.7 億 
kWh 

24.6% 
49.8 億 

kWh 
23.9% 

合 計 
279.6 億 

kWh 
 

246.4 億 
kWh 

 
208.1 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年 2 ⽉末に 2021 年 11 ⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 結果概要 【２０２１年９⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年１２⽉２３⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は６７２．７億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８０．
４億 kWh（１２．０％）、⽕⼒が５０６．７億 kWh（７５．３％）（燃料種別︓⽯炭２
３９．１億 kWh（３５．５％）、ＬＮＧ ２０８．７億 kWh（３１．０％）、⽯油 １
０．０億 kWh（１．５％）ほか）、新エネルギー等※２が４３．６億 kWh（６．５％）、原
⼦⼒が６４．３kWh（９．６％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く６０．３億 kWh（９．０％）で、次いで神
奈川県が５７．８億 kWh（８.６％）、愛知県が５０．４億 kWh（７.５％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７３８．９億 kWh で、対前年同⽉⽐６．５％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６９９．９億 kWh（内訳︓特別⾼圧１９１．９億
kWh、⾼圧２５９．４億 kWh、低圧２４６．４億 kWh（電灯２１５．８億 kWh、電⼒
３０．６億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐７．３％減となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は９５．２億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１５１．３億 kWh となり、その他需要の占める割合は６１.４％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１５２．４億 kWh（内訳:特別⾼圧２０．６億 kWh、⾼圧 
７１．１億 kWh、低圧６０．７億 kWh（電灯５４．７億 kWh、電⼒６．０億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２１．８％となった（特別⾼圧に占める割合︓１０．
７％、⾼圧に占める割合︓２７．４％、低圧に占める割合︓２４．６％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５３９者（特別⾼圧︓１１１者、⾼圧︓４２１
者、低圧︓４６７者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６６．２億 kWh（９．５％）で、次いで愛知
県が４９．６kWh（７．１％）、⼤阪府が４７．２億 kWh（６．７％）であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １３９９者 

＊報告のあった事業者数 ６８４者 

注）2021 年 12 ⽉ 24 ⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年７⽉ 2021 年 8 ⽉ 2021 年 9 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

378.6 億 
kWh 

78.2% 
373.8 億 

kWh 
78.5% 

359.3 億 
kWh 

78.2% 

新電⼒ 
101.8 億 

kWh 
21.2% 

101.9 億 
kWh 

21.4% 
91.7 億 

kWh 
20.3% 

合 計 
480.7 億 

kWh 
 

476.2 億 
kWh 

 
451.3 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

172.3 億 
kWh 

76.7% 
210.3 億 

kWh 
75.2% 

185.7 億 
kWh 

75.4% 

新電⼒ 
52.3 億 

kWh 
23.3% 

69.3 億 
kWh 

24.8% 
60.7 億 

kWh 
24.6% 

合 計 
224.6 億 

kWh 
 

279.6 億 
kWh 

 
246.4 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、2022 年１⽉末に 2021 年 10 ⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 結果概要 【２０２１年８⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年１１⽉３０⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は７６５．５億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が９６．
４億 kWh（１２．３％）、⽕⼒が５９５．９億 kWh（７６．２％）（燃料種別︓⽯炭２
５９．７億 kWh（３３．２％）、ＬＮＧ ２７２．８億 kWh（３４．９％）、⽯油 １
１．８億 kWh（１．５％）ほか）、新エネルギー等※２が４６．５億 kWh（５．９％）、原
⼦⼒が６５．７kWh（８．４％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７７．４億 kWh（９．９％）で、次いで神奈
川県が７２．３億 kWh（９.３％）、愛知県が５７．８億 kWh（７.４％）であった。 

 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７９７．４億 kWh で、対前年同⽉⽐１．７％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７５８．０億 kWh（内訳︓特別⾼圧１９６．６億
kWh、⾼圧２７９．６億 kWh、低圧２７９．６億 kWh（電灯２４３．５億 kWh、電⼒
３６．０億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐１．３％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は１０９．５億 kWh、その他需
要（⾃由料⾦）※３は１７０．１億 kWh となり、その他需要の占める割合は６０.８％であっ
た。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１７１．２億 kWh（内訳:特別⾼圧２２．６億 kWh、⾼圧 
７９．３億 kWh、低圧６９．３億 kWh（電灯６２．１億 kWh、電⼒７．２億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２２．６％となった（特別⾼圧に占める割合︓１１．
５％、⾼圧に占める割合︓２８．４％、低圧に占める割合︓２４．８％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５４０者（特別⾼圧︓１０１者、⾼圧︓４２２
者、低圧︓４６９者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く７３．７億 kWh（９．７％）で、次いで愛知
県が５３．０kWh（７．０％）、⼤阪府が５２．５億 kWh（６．９％）であった。 

＊報告のあった事業者数 １３９１者 

＊報告のあった事業者数 ６８４者 

注）2021 年 12 ⽉ 2 ⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年 6 ⽉ 2021 年 7 ⽉ 2021 年 8 ⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

340.9 億 
kWh 

78.6% 
378.6 億 

kWh 
78.2% 

373.8 億 
kWh 

78.5% 

新電⼒ 
89.5 億 

kWh 
20.8% 

101.8 億 
kWh 

21.2% 
101.9 億 

kWh 
21.4% 

合 計 
430.7 億 

kWh 
 

480.7 億 
kWh 

 
476.2 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

146.5 億 
kWh 

77.2% 
172.3 億 

kWh 
76.7% 

210.3 億 
kWh 

75.2% 

新電⼒ 
43.3 億 

kWh 
22.8% 

52.3 億 
kWh 

23.3% 
69.3 億 

kWh 
24.8% 

合 計 
189.8 億 

kWh 
 

224.6 億 
kWh 

 
279.6 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、１2 ⽉末に 2021 年 9 ⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 結果概要 【２０２１年７⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年１０⽉２９⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は７７２．３億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８８．
７億 kWh（１１．５％）、⽕⼒が５９５．５億 kWh（７７．１％）（燃料種別︓⽯炭２
４６．６億 kWh（３１．９％）、ＬＮＧ ２８６．４億 kWh（３７．１％）、⽯油 １
１．８億 kWh（１．５％）ほか）、新エネルギー等※２が４６．１億 kWh（６．０％）、原
⼦⼒が６４．５kWh（８．３％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く７９．５億 kWh（１０．３％）で、次いで神
奈川県が６８．７億 kWh（８.９％）、愛知県が５７．５億 kWh（７.４％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
７４６．４億 kWh で、対前年同⽉⽐７．１％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は７０７．３億 kWh（内訳︓特別⾼圧２０９．４億
kWh、⾼圧２７１．３億 kWh、低圧２２４．６億 kWh（電灯１９５．６億 kWh、電⼒
２９．０億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐７．１％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は９０．６億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１３４．０億 kWh となり、その他需要の占める割合は５９.７％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１５４．０億 kWh（内訳:特別⾼圧２３．４億 kWh、⾼圧 
７８．４億 kWh、低圧５２．３億 kWh（電灯４６．９億 kWh、電⼒５．３億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２１．２％となった（特別⾼圧に占める割合︓１１．
２％、⾼圧に占める割合︓２８．９％、低圧に占める割合︓２３．３％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５３７者（特別⾼圧︓１０８者、⾼圧︓４２２
者、低圧︓４６２者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く６７．７億 kWh（９．６％）で、次いで愛知
県が５１．０kWh（７．２％）、⼤阪府が４７．３億 kWh（６．７％）であった。 

 
 

＊報告のあった事業者数 １３７７者 

＊報告のあった事業者数 ６８０者 

注）2021 年１１⽉４⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年５⽉ 2021 年６⽉ 2021 年７⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

311.2 億 
kWh 

79.4% 
340.9 億 

kWh 
78.6% 

378.6 億 
kWh 

78.2% 

新電⼒ 
79.4 億 

kWh 
20.3% 

89.5 億 
kWh 

20.8% 
101.8 億 

kWh 
21.2% 

合 計 
390.9 億 

kWh 
 

430.7 億 
kWh 

 
480.7 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

170.3 億 
kWh 

79.0% 
146.5 億 

kWh 
77.2% 

172.3 億 
kWh 

76.7% 

新電⼒ 
45.4 億 

kWh 
21.0% 

43.3 億 
kWh 

22.8% 
52.3 億 

kWh 
23.3% 

合 計 
215.7 億 

kWh 
 

189.8 億 
kWh 

 
224.6 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、１１⽉末に 2021 年８⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 結果概要 【２０２１年６⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年９⽉３０⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は６４７．０億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８２．
７億 kWh（１２．８％）、⽕⼒が４８９．６億 kWh（７５．７％）（燃料種別︓⽯炭１
９２．３億 kWh（２９．７％）、ＬＮＧ ２４３．２億 kWh（３７．６％）、⽯油 １
０．０億 kWh（１．５％）ほか）、新エネルギー等※２が４３．６億 kWh（６．７％）、原
⼦⼒が５０．６kWh（７．８％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、千葉県が最も多く６８．３億 kWh（１０．６％）で、次いで神
奈川県が５５．１億 kWh（８.５％）、愛知県が５０．０億 kWh（７.７％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６５８．１億 kWh で、対前年同⽉⽐４．０％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６２２．３億 kWh（内訳︓特別⾼圧１９４．２億
kWh、⾼圧２３６．６億 kWh、低圧１８９．８億 kWh（電灯１６６．６億 kWh、電⼒
２３．１億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐３．６％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は７３．4 億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１１６．４億 kWh となり、その他需要の占める割合は６１.３％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１３２．７億 kWh（内訳:特別⾼圧２１．９億 kWh、⾼圧 
６７．６億 kWh、低圧４３．３億 kWh（電灯３９．４億 kWh、電⼒３．８億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２１．３％となった（特別⾼圧に占める割合︓１１．
３％、⾼圧に占める割合︓２８．６％、低圧に占める割合︓２２．８％）。 

(5) 新電⼒のうち、需要実績のある事業者数は５２８者（特別⾼圧︓１０６者、⾼圧︓４１９
者、低圧︓４５３者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５６．２億 kWh（９．０％）で、次いで愛知
県が４５．０kWh（７．２％）、⼤阪府が３９．８億 kWh（６．４％）であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １３６４者 

＊報告のあった事業者数 ６７２者 

注）2021 年１０⽉５⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年４⽉ 2021 年５⽉ 2021 年６⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

324.8 億 
kWh 

80.3% 
311.2 億 

kWh 
79.4% 

340.9 億 
kWh 

78.6% 

新電⼒ 
79.3 億 

kWh 
19.6% 

79.4 億 
kWh 

20.3% 
89.5 億 

kWh 
20.8% 

合 計 
404.4 億 

kWh 
 

390.9 億 
kWh 

 
430.7 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

192.9 億 
kWh 

79.2% 
170.3 億 

kWh 
79.0% 

146.5 億 
kWh 

77.2% 

新電⼒ 
50.5 億 

kWh 
20.8% 

45.4 億 
kWh 

21.0% 
43.3 億 

kWh 
22.8% 

合 計 
243.4 億 

kWh 
 

215.7 億 
kWh 

 
189.8 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、１０⽉末に 2021 年７⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 結果概要 【２０２１年５⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年８⽉３１⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は６１２．８億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が１０
３．７億 kWh（１６．９％）、⽕⼒が４３１．２億 kWh（７０．４％）（燃料種別︓⽯
炭１６５．８億 kWh（２７．１％）、ＬＮＧ ２１２．７億 kWh（３４．７％）、⽯油 
７．５億 kWh（１．２％）ほか）、新エネルギー等※２が４４．７億 kWh（７．３％）、原
⼦⼒が５２．６kWh（８．６％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く５５．８億 kWh（９．１％）で、次いで千
葉県が５１．１億 kWh（８.３％）、愛知県が４６．１億 kWh（７.５％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６４５．１億 kWh で、対前年同⽉⽐４．７％増となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６０８．３億 kWh（内訳︓特別⾼圧１８０．２億
kWh、⾼圧２１０．８億 kWh、低圧２１５．７億 kWh（電灯１９１．８億 kWh、電⼒
２３．７億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐４．２％増となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は８２．１億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１３３．５億 kWh となり、その他需要の占める割合は６１.９％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１２４．９億 kWh（内訳:特別⾼圧２０．３億 kWh、⾼圧 
５９．３億 kWh、低圧４５．４億 kWh（電灯４１．７億 kWh、電⼒３．５億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２０．５％となった（特別⾼圧に占める割合︓１１．
２％、⾼圧に占める割合︓２８．１％、低圧に占める割合︓２１．０％）。 

(5) 新電⼒（６７５者）のうち、需要実績のある事業者数は５２８者（特別⾼圧︓１０８者、⾼
圧︓４１６者、低圧︓４５３者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５２．２億 kWh（８．６％）で、次いで愛知
県が４２．６kWh（７．０％）、⼤阪府が３９．１億 kWh（６．４％）であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １３６５者 

＊報告のあった事業者数 ６７０者 

注）2021 年９⽉１⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年３⽉ 2021 年４⽉ 2021 年５⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

339.8 億 
kWh 

81.0% 
324.8 億 

kWh 
80.3% 

311.2 億 
kWh 

79.4% 

新電⼒ 
79.6 億 

kWh 
19.0% 

79.3 億 
kWh 

19.6% 
79.4 億 

kWh 
20.3% 

合 計 
419.7 億 

kWh 
 

404.4 億 
kWh 

 
390.9 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

223.3 億 
kWh 

79.7% 
192.9 億 

kWh 
79.2% 

170.3 億 
kWh 

79.0% 

新電⼒ 
56.9 億 

kWh 
20.3% 

50.5 億 
kWh 

20.8% 
45.4 億 

kWh 
21.0% 

合 計 
325.7 億 

kWh 
 

243.4 億 
kWh 

 
215.7 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、９⽉末に 2021 年６⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 
 
  



 

 結果概要 【２０２１年４⽉分】 
 

※この結果概要は、同時に公表している電⼒調査統計（統計表⼀覧）についてまとめたものです。 
※２０２１年７⽉３０⽇時点における電気事業者からの報告（発受電⽉報）をもとに作成しており、 

今後、事業者から修正の報告等があった際は、下記内容が統計表と⼀致しない場合があります。 
 
１ 供給関係  

(1) 電気事業者の発電電⼒量は６１５．１億 kWh で、その内訳は⽔⼒（揚⽔式含む）が８３．
８億 kWh（１３．６％）、⽕⼒が４５５．８億 kWh（７４．１％）（燃料種別︓⽯炭１
８３．５億 kWh（２９．８％）、ＬＮＧ ２２２．８億 kWh（３６．２％）、⽯油 ７．
２億 kWh（１．２％）ほか）、新エネルギー等※２が４８．８億 kWh（７．９％）、原⼦⼒
が４７．３kWh（７．７％）などとなった。 

(2) 都道府県別の発電電⼒量は、神奈川県が最も多く５８．０億 kWh（９．４％）で、次いで千
葉県が５２．１億 kWh（８.５％）、愛知県が５１．７億 kWh（８.４％）であった。 

 

※１ 「電気事業者以外の事業者からの受電電⼒量」とは、電気事業者ではない者（企業や個⼈）
が所有する発電設備や⽇本卸電⼒取引所から、電気事業者が受電した電⼒量を指す。 

※２ バイオマス発電と廃棄物発電による電⼒量は、⽕⼒発電に計上されているが、上記の「新エネルギ
ー等」には、⾵⼒発電、太陽光発電、地熱発電に加えて、バイオマス発電及び廃棄物発電も再計
上している。 

 
２ 需要関係 

(1) 需要電⼒量合計（電気事業者の販売電⼒量＋電気事業者の特定供給・⾃家消費※１）は、 
６８５．４億 kWh で、対前年同⽉⽐０．１％減となった。 

(2) このうち、電気事業者の販売電⼒量※２は６４９．６億 kWh（内訳︓特別⾼圧１７９．５億
kWh、⾼圧２２４．８億 kWh、低圧２４３．４億 kWh（電灯２１７．７億 kWh、電⼒
２５．７億 kWh）ほか）で、対前年同⽉⽐０．３％減となった。 

(3) 低圧における販売電⼒量のうち、特定需要（経過措置料⾦）は９０．８億 kWh、その他需要
（⾃由料⾦）※３は１５２．６億 kWh となり、その他需要の占める割合は６２.７％であった。 

(4) 新電⼒※４の販売電⼒量は１２９．８億 kWh（内訳:特別⾼圧１９．４億 kWh、⾼圧 
５９．９億 kWh、低圧５０．５億 kWh（電灯４６．７億 kWh、電⼒３．８億 kWh））
で、販売電⼒量全体に占める割合は２０．０％となった（特別⾼圧に占める割合︓１０．
８％、⾼圧に占める割合︓２６．７％、低圧に占める割合︓２０．８％）。 

(5) 新電⼒（６７３者）のうち、需要実績のある事業者数は５２１者（特別⾼圧︓１０５者、⾼
圧︓４０８者、低圧︓４４６者）であった。 

(6) 都道府県別の需要電⼒量は、東京都が最も多く５６．４億 kWh（８．７％）で、次いで愛知
県が４５．５kWh（７．０％）、⼤阪府が４１．０億 kWh（６．３％）であった。 

 

＊報告のあった事業者数 １３５９者 

＊報告のあった事業者数 ６６９者 

注）2021 年８⽉５⽇公表時点の内容 



 
※１ ⾃家⽤発電所の⾃家消費分は含まれていない。 
※２ 電気事業者からの報告（発受電⽉報）において、N－１⽉検針⽇から N ⽉検針⽇前⽇までの

実績を N ⽉分として計上することを認めており、⼤宗の企業は検針⽇までの実績を報告しているた
め、実際の N ⽉需要に対する実績とは⼀致しない。 

※３ ⾃由料⾦への移⾏は、他の⼩売電気事業者への切替えのほか、同⼀みなし⼩売電気事業者内
の⾃由料⾦への切替え及び旧選択約款の契約継続を含む。 

※４ 新電⼒とは、みなし⼩売電気事業者（旧⼀般電気事業者）及び特定送配電事業者以外の⼩
売電気事業者を指す。 

 
  表  販売電⼒量の推移 

 2021 年２⽉ 2021 年３⽉ 2021 年４⽉ 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 
販 売 
電⼒量 

割合 

特別⾼圧 
・⾼圧 

みなし 
⼩売等 

339.3 億 
kWh 

80.9% 
339.8 億 

kWh 
81.0% 

324.8 億 
kWh 

80.3% 

新電⼒ 
79.7 億 

kWh 
19.0% 

79.6 億 
kWh 

19.0% 
79.3 億 

kWh 
19.6% 

合 計 
419.3 億 

kWh 
 

419.7 億 
kWh 

 
404.4 億 

kWh 
 

低 圧 

みなし 
⼩売等 

257.2 億 
kWh 

79.0% 
223.3 億 

kWh 
79.7% 

192.9 億 
kWh 

79.2% 

新電⼒ 
68.4 億 

kWh 
21.0% 

56.9 億 
kWh 

20.3% 
50.5 億 

kWh 
20.8% 

合 計 
325.7 億 

kWh 
 

325.7 億 
kWh 

 
243.4 億 

kWh 
 

 
※次回の更新は、８⽉末に 2021 年５⽉分の公表予定しています。 

ただし、集計状況等により更新が遅れる場合があります。 
       
 

（本発表資料のお問い合わせ先） 
資源エネルギー庁 電⼒・ガス事業部 電⼒産業・市場室 調査班 
電話︓03-3501-1511（内線 4741〜6）、03-3501-1748（直通） 

 


